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【第３分科会】 

地域で取り組む非常時の「事業継続」に向けた取組について 

San-En-Nanshin Area Relationship Vision Progressive Conference 

 

1. 概略 

近年は、非常時においても活動（事業、市民サービス）が継続できるよう、行政、企業におい

て BCPの策定が進んでいる。 

また、大規模災害において、事業活動の継続が地域の復興に向け不可欠であるため、個社が策

定する BCPだけではなく、業界内、地域内での連携が必要となる。 

国においても、事業継続力強化を図るため「地域連携 BCP」などの策定を促している。 

この三遠南信地域において、南海トラフ地震をはじめとする大規模災害において事業を継続で

きるよう、企業や経済団体がすべきこと、行政がすべきことを整理し、官民連携、地域連携に向

けた取組について意見交換を行い、地域経済のレジリエンスに繋げる。 

 

2. 全体構成（90分） 

分科会説明 冒頭、司会者による会の運営（進行）に関する説明 

↓   

事例紹介 ① 
①はままつ na net（ナ ネット） 事務局長 鈴木まり子氏 

「災害支援と地域連携・広域連携」 

↓    

事例紹介 ② 

②明海地区工業団地（明海地区産業基地防災連絡協議会） 

会長 阿部守一氏 

「地域連携・官民連携 BCP」 

↓   

協議 ① 支援や意識の向上を図るためどのような対応、対策が考えられるか 

↓   

協議 ② 
企業間の相互支援、地域間の連携を促進するためにどのような取り組

みが必要と思うか 

↓   

まとめ コーディネーターによる分科会のまとめ 
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3.出席者 

・市町村 ３団体（南信州３） 

・経済団体 ６団体（東三河１、遠州３、南信州２） 

・住民ネットワーク ２団体（東三河１、遠州１） 

区分 地域 団体名 構成員代表者 

行政 南信州 

阿智村 熊谷 秀樹 

下條村 金田 憲治 

豊丘村 下平 喜隆 

経済 

東三河 蒲郡商工会議所 小澤 素生 

遠州 

浜松商工会議所 斉藤 薫 

磐田商工会議所 鈴木 裕司 

湖西市商工会 佐原 功一郎 

南信州 
飯田商工会議所 原 勉 

伊那商工会議所 唐木 和世 

住民 
東三河 新城自然エネルギー㈱ 清水 良文 

遠州 NPO 法人三遠南信アミ 中野 眞 

コーディネーター  
公益社団法人東三河地域研究センター 

常務理事・調査研究室長 
髙橋 大輔 

事例紹介者 

 
はままつ na net（ナ ネット） 

事務局長 
鈴木 まり子 

 

明海地区工業団地（明海地区産業基地防

災連絡協議会） 会長 

(㈱デンソー豊橋製作所 所長) 

阿部 守一 

 


